
宮崎県 経営比較分析表（令和4年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 利益剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法適用 電気事業 自治体職員 85.3 基金への積立の有無…無
 　目的：                                        千円
一般会計への繰出しの有無…無
　 目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
その他の有無…無
　 目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

経常収支比率
・Ｒ04は、前年度より経常費用が増加したこと等により、前年度から8.5ポイン
ト減となっている。
・現在、老朽化した発電所の大規模改良事業を行っており、今後数年間について
も収支が赤字になることが見込まれているが、工事終了後にはＦＩＴによる収入
の増加等により、経営状況は改善する見込みになっている。

営業収支比率
・Ｒ04は、前年度より営業費用が増加したこと等により、前年度から5.5ポイン
ト減となっている。

流動比率
・流動比率は100％以上であり、引き続き健全な状態である。
・Ｒ04は、流動資産の減等により、前年度より比率が低下している。

供給原価
・Ｒ04は、大規模改良工事を行っている渡川発電所発電機の一部再開に伴い、前
年度より年間発電電力量が増加したこと等から、前年度より低下している。

ＥＢＩＴＤＡ
・Ｒ04は、前年度より経常費用が増加したことから、前年度より低下している。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 令和６年３月３１日　石河内第一発
電所

令和１４年７月３１日　祝子第二発
電所

有

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

14 - - 4

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

九州電力株式会社、九州電力送配電株
式会社、宮崎電力株式会社

-

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H30 R01 R02 R03

ごみ発電 - - - - -

R04

水力発電 576,040 507,910 441,003 439,397 478,934

太陽光発電 - - - 210 209

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 4,129,312 65,014 4,194,326

合計 576,040 507,910 441,003 439,607 479,143

１．経　営　の　状　況

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04R03 R04 H30
■当該値 119.7 116.5 107.0 100.8 92.3

H30 R01 R02R04 H30 R01 R02 R03 R04
1,496,336 1,237,558 1,146,802■当該値 7,265.0 8,170.0 9,635.7 10,230.8 10,187.8

■平均値 129.9 130.2 134.6 131.2 130.3
■当該値 2,181,684 2,288,042■当該値 542.6 590.7 632.6 538.9 513.9■当該値 110.8 109.7 101.5 94.4 88.9

■平均値 749.1 763.6 666.3 836.7 816.6■平均値 128.9 129.3 133.8 130.2 129.3 ■平均値 1,533,303 1,359,753 1,430,009 1,417,603 1,498,744■平均値 9,078.5 9,106.0 9,268.1 9,846.1 10,480.4

２．経営のリスクについて

設備利用率
・Ｒ04は、前年度に比べ年間発電電力量が増加したことから、前年度より上昇し
ている。
・水力発電は降雨による影響を強く受けることから、これまでと同様に、降雨予
測等をうまく活用しながら、効率的なダム貯水池水位運用を行っていく。

修繕費比率
・Ｒ04は、昨今の物価上昇等により発電機精密点検工事に係る見積りを見直した
ことにより、当該工事に係る特別修繕引当金繰入額が増加したため、前年度より
比率が高くなっている。

企業債残高対料金収入比率
・企業債残高対料金収入比率は逓減している上に、全国平均と比較しても低く抑
えられている。
・今後も計画的な設備更新と企業債償還を行っていく。

有形固定資産減価償却率
・有形固定資産減価償却率は前年度から減となっているが、全国平均と比較して
高くなっている。
・現在、渡川発電所や綾第二発電所の大規模改良工事など、老朽化した施設の更
新を計画的に進めているところであり、今後も令和２年３月に策定し、令和５年
３月に見直しを行った「宮崎県企業局経営ビジョン」における投資計画等に基づ
いて、計画的な更新を行っていく。

ＦＩＴ収入割合
・ＦＩＴ収入割合は低く、固定価格買取制度の調達期間終了後、収入が大幅に減
少するリスクは少ない。
・大規模改良工事を実施している渡川発電所や綾第二発電所において、固定価格
買取制度による売電を予定していることから、工事完成後はＦＩＴ収入割合が増
加する予定である。

●施設全体 ●発電型式別

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30

２．経　営　の　リ　ス　ク

31.5 34.4 ■当該値 -
R03 R04

■当該値 41.3 36.4 31.7 31.5 34.3 ■当該値 41.3
R02 R03 R04 H30 R01 R02R01 R02 R03 R04

- - 12.6 12.6
■平均値 35.0 34.8 34.4 31.9 31.3

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -36.4 31.7
■平均値 - - - - -■平均値 36.3 36.4 35.8 33.1 32.4 ■平均値 15.1 15.5 15.2 15.2 15.4■平均値 - - - - -

R01 R02R01 R02 R03 R04 H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30
31.6 ■当該値 - -

R04
■当該値 20.6 17.1 20.5 20.8 31.6 ■当該値 20.6 17.1

R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30
- 6.1 1.2

■平均値 20.0 18.5 20.5 18.9 20.9 ■平均値

- - - ■当該値 - -- - - ■当該値 - -20.5 20.9
2.4 3.7 1.7 4.1

H30 R01 R02 R03 R04

- - - - - ■平均値- - - - - ■平均値21.5 20.0 21.9

H30 R01H30 R01 R02 R03 R04 H30

2.220.2 22.0 ■平均値

14.8 9.5 ■当該値 -
R03 R04

■当該値 38.7 29.9 22.7 14.8 9.5 ■当該値 38.7
R02 R03 R04 H30 R01 R02R01 R02 R03 R04

- - 0.0 0.0
■平均値 90.4 94.0 96.3 102.6 105.3

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -29.9 22.7
■平均値 - - - - -■平均値 72.4 83.2 88.6 96.2 100.8 ■平均値 391.3 270.5 252.2 230.4 203.2■平均値 - - - - -

全体総括
H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04 　「経営の状況」については、前年度と比べると経営の健全性は低下している。

「経営のリスク」については、おおむね良好な状態である。
　大規模改良事業に伴い一時的に厳しい経営状況が見込まれるが、「宮崎県企業
局経営ビジョン」に基づく企業経営を着実に実行し、さらなる健全経営に努める
ことで、本県の産業経済の振興と住民福祉の増進を図っていく。
　また、国において進められている電力システム改革に伴う新たな制度に対し
て、その動向を注視しながら、企業局を取り巻く環境の大きな変化に的確に対応
する必要がある。

R04 H30
■当該値 70.8 72.8 74.3 75.0

62.0 ■平均値

72.8 74.3 74.9
H30 R01 R02 R03R04 H30 R01 R02 R03 R04

- -74.9 ■当該値 - - - -74.8 58.6
■平均値 61.2 61.9 62.0 60.7 60.9 ■平均値 63.4 63.8

- ■当該値 - - - 53.5- ■当該値 - -
32.5 37.4

■当該値 70.8
42.7

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

- - - ■平均値 22.3 27.3- - - ■平均値 - -63.6 62.0 - -

R02 R03 R04 H30 R01 R02
- - 69.8

R04 H30 R01 R02 R03
■当該値 - - -1.5

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03
■当該値 -- - 65.6■当該値 1.8 - - -

24.5■平均値 22.6 23.3 25.0 29.2 30.9
1.5 1.7 1.6■当該値 1.8 1.6 ■当該値 - -1.6 1.5 1.6

※ 平成30年度から令和4年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、有形固定資産減価償却率、FIT・FIP収入割合については、令和4年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 16.3 16.4 18.2 22.3
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